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1 .はじめに
Yoshiaki HONDA and nωmiKOBAYASm 
(Received Feb. 27， 1995) 
This paper位iesto study白echarョcteristiωofcities on Sea of 
Japan by the use of factor ana1ysis. 
The main three factors are found and出ein:f1uence of the high 
speed仕留lsportationinfrastructures is discussed for four cities. 
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わが国の近代化の過程で、重化学工業を中心とする高度経済成長が1960年頃から始まり、太平洋
ベルト地帯を中心に新しい工業地帯を造るため、道路・港湾などの整備に巨額の公共投資が行なわ
れた。その結果、対外政治・経済構造等の変化、東京八の諸機能の一極集中ともあいまって、いわ
ゆる太平洋ベルト地帯と呼ばれる地域と他の地域との経済的発展の不均衡が目立ち始め、特に日本
海側地域は発展からとり残される形となった。本研究では、これらの状況を、まず、人口成長に着
目して太平洋側諸都市と比較する。つぎに、現状ネットワークによる日本海側都市からの都市問時
間距離を比較する。また、各種の都市特性を表す指標を用いて日本海諸都市の経年的変化から各都
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市の特性を明らかにするとともに、高速交通施設整備が、これらの都市に及ぼした影響についても
考察する。
本研究め第一の目的は、日本海側と太平洋側との人口成長を比較することである o そこで、日本
海側地域と太平洋側地域の地域格差はどの時点でどのように広がってきたのかを把握するための一
つの指標として、それぞれの人口成長を取りあげ比較する。まず都道府県を日本海側、太平洋側、
その他の地域に分け、戦前と戦後それぞれにおいて比較する。また、日本海側都市の交流圏域を現
状のネットワークによる時間距離としてとらえる。
第二の目的として、日本海側諸都市の特性を明らかにする。日本海側に重要港湾を擁する23都市
の昭和45年.50年・ 55年.60年を対象に、都市特性を示す25指標を入力して因子分析を行ない、抽
出された共通因子の因子得点の推移から、日本海側諸都市の都市特性の経年的変化を考察する。
第三の目的として、高速交通施設整備による都市ヘの影響を明らかにする。そこで、新幹線・空
港・高速道路といった高速交通施設の整備状況により、新潟市・富山市・福井市・浜田市の 4都市
を選出し、因子得点の推移から高速交通施設整備の影響を評価する。
2 .太平洋側都市との人口成長比較
( 1 )都道府県別比較
まず、 1888年(明治21年)....198年(昭和63年)において、都道府県別に比較してみる。戦前、
それも明治、大正時代の人口成長をながめてみると、太平洋側ではほほ安定して伸びているのに対
し、日本海側では、山形、新潟、富山、石川、福井、鳥取、島根、山口とほとんどの県において途
中減少や停滞がみられる。また、昭和に入ってからの東京八の一極集中が著しくなっており、人口
自体も大きく隔たりをみせている。
戦後も、太平洋側のいわゆる太平洋ベルト地帯と呼ばれる地域においては、ここ数年に至りやや
鈍化を見せながらも、人口は伸び続けているが、一方、日本海側では福岡、京都といった純粋に日
本海側とは言い難い一部府県を除いて、いっそう停滞・減少が進んでいる。
( 2 )都市別比較
1965年(昭和40年) ~ 1988年(昭和63年)において、都市別に比較してみる。(表 1、表-2 ) 
都市は港湾法における重要港湾より、太平洋と日本海それぞれに面する港湾を擁する55都市を選出
した。
まず、人口自体をながめてみても、 1988年までに日本海側都市で太平洋側都市にみられるような
百万都市に達する都市は北九州市と福岡市のみである。また、 1965年(昭和40年)を基準とした人
口増加率の変動を比較してみても、日本海側の都市では急激な上昇を示すものはあまりない。そこ
で人口増加率の平均をとってみると、特に1970年から1975年にかけて、次いで1965年から1970年に
かけて格差が広がっているのがわかる。また、それ以降も格差の開いたままの状態で、日本海側は
太平洋側のほぼ半分の人口増加率である上に、近年増加率の減少すらみられる o これらは、国の開
発方針、あるいは国交、貿易、国際情勢等さまざまな要因がからまりあった結果であろうが、日本
海側と太平洋側では格差が拡大してきている。したがって、依然として首都圏ヘの一極集中が進ん
でいる中で、均衡ある国土の発展のためにも、地方において、地域の個性を基礎にし、一定の都市
集積を有する拠点都市の形成及びその周辺地域の活性化が必要と思われる。
表-1 都市別人口の推移(太平洋側〉
太平洋側 県名 i都7有名|港湾名 1965 :970 :975 :980 1985 
北海道 1 複室 復室 45， 149 ! 45，38: i 44， 72 4 42，880 I 40，675 i 
i11路 jl路 i 174. ~05 191.948 I 206， 209 214，694 214，541 I 
|苫小牧|苫小牧 i 81，812 lOl， 573 I ~30 ， ~89 ! 151，967 158，061 
室蘭 室蘭 161，252 i.66， 632 150，199 136，208 
函館 函館 l 243，418 241，663 302，776 320， :54 319，194 
育案策 ; 八戸 l 八戸 189，387 208，80:' 223，677 238，179 241，430 
岩手 宮古 宮古 56，575 59，063 ! 61，842 62，478 ~~~_l 
| 釜石 釜石 82，104 72，923 I 70，259 65，250 60，007 
宮域 右巻 |石巻 89，284 :'06，681 114， 649 120，699 I 122，674 
|塩竃 温竃 58，363 58，772 59，419 I 61，040 I 61，825 
茨城 那珂 那珂 33，620 I 32，873 24， 297 33，324 33，011 
!鹿島 鹿島 15，820 I 22，173 28， 703 32，253 36，403 
千葉 |千葉 千葉 332， 188 482，133 629，842 i 746，430 788，930 i 
東京 東京 東京 8，893，094 8，840，942 8，424，468 8，351，893 8，354，615 
神奈川 f貧浜 機浜 1，788，915 ~~-，~~， 57~659 2，773，674 
横須賀 横須賀 317，411 347，576 I 385，717 421，107 427，116 I 
静岡 清水 清水 | 218， 559 234，966 243，C77 241，576 242，166 I 
愛知 名古屋 名古屋 1 1. 935， 430 2.036，053 i 2，073，009 i 2，087，902 2，116，381 
三重 回目下行|四日市| 218，981 229，234 I 243，281 255，442 263，001 
尾鷲 | 尾鷲 34，019 31，562 i 33，025 31，348 29，741 
和歌山 和歌山 和歌山 i 346，9844m O971 406，591 I 418，214 4L7，791 
大阪 大阪 ! 大阪 ! 3，156，222 i 2，980，487 2，716，790 2，648，180 2，636，249 
兵庫 尼崎 i 尼崎 ; 500，990 553，696 i 535，627 I 523，650 509，115 
l 神戸 |神戸 l 1，216，666 I 1.288，937 I :， 324，776 1，367，390 1，410，834 
姫路 ! 姫路 | 367，807 408，353 446，256 452，917 I 
徳島 小松島 小松島 39，894 40，507 I 43，328 I 43，636 
高知 高知 高知 217，889 I 240，481 276，034 300，822 312，241 
大分 大分 大分 226，417 260，584 308，212 ! 360，478 390，096 
津久見 津久見 36，870 33，988 33，338 30，454 
長崎 長崎 | 長崎 | 405，479 421， :'14 441.， 392 I 447，091 
熊本 水俣 ! 水俣 | 45，577 38，109 36，287 37，150 36，520 
宮崎 宮崎 宮略 182，870 202，862 I 225，334 264，855 279，114 
鹿児島 鹿児島|鹿児島 328，446 I 403，340 452，742 505，360 530，502 I 
l平均 1 667927 696，976 1 705，802 I 721. 092 733，277 I 
※和歌山は下津町の人口を含む
1988 -70 
38，969 0.5% ! 
210，804 10.2% 
158，011 24.2% 
130，1.69 0.5% 
311，591 -0. 7% 
242， 638 10.3% 
59，905 4.4% 
56， 579 -11. 2% 
123， 009 19.5% 
62， 037 0.7% 
33，106 -2.2% 
38，653 40.2% 
800，620 45.1% 
8，155，781 -0.6% 
3，121，601 25.1% 
430，656 9.5% 
242，277 7.5% 
2，099， 564 5.2% 
267，850 4. 7% 
29，384 喝 7.2%
417，633 10.4% 
2，543，520 -5，6% 
497，21.2 10.5% 
1，426，838 5.9% 
450，374 11. 0% 
44，820 1. 5% 
311，710 10.4% 
392， 566 15，1% I 
28，770 ー7.8%
445，814 3.9% 
35，936 -16.4% 
281，990 10.9% I 
527， 979 22.8% I 
727，847 7.8% I 
(単位:人〉
-75 -80 -85 -88 
0.9% -5.0% I 9.9% :3.7% 
18.5% 23.3% I 23.2% i 21. 1% 
59. 1% 85.8% I 93.2% I 93.1.% 
3，3% I -6.9% -15. 5% -19. 1 % 
24.4% 31. 5% ! 31. 1% 28.0% 
18. 1% 25.8% I 27.5% 28.1% 
9.3% i 10.4% 9.0% I 5.9% 
-14.4% I・20.5%I -26.9% ー31.1% 
28.4% 35.2% 37.4% 37.8% 
1. 8% 4.6% I 5.9% 6.3% I 
2.0% -0.9% I -1. 8% -0.6% 
81.4% I 103.9% 13 O. 1% 144.3% 
89.6% 124.7% 137.5% 141. 0% I 
ー5.3%I -6.1% -6.1% -8.3% 
43.8% 55.0% 67.3% 74.5% 
21. 5% I 32.7% 34.6% 35.7% 
11. 2% 10.5% 10.8% 10.9% 
7.1% 7.9% I 9.3% 8.5% 
11. L% ! 16. 7% i 20.1% 22.3% 
ー2.9%: ー 7.9%! -12.6% I -13.6% 
17.2% I 20.5% I 20.4% 20.4% 
-13.9% 16.1%， -16.5% -19.4% 
6.9% I 4.5% : 1. 6% -0.8% 
8.9% 12.4% i 16，0% 17.3% 
17，7% 21.3% i 23.1% 22.4% 
8.6% 9.4話i 10.3% 12.3% 
26. 7% 38. U 43，3% 43.1% 
36.1% 59.2% I 72. 3% 73.4% 
-9.6% I -17.4% : -21.8% -22.8% 
9.6% 10.3% I 10.8% 9.9% 
-20.4% -18.5% I -19.9% ー21.2% 
23.2% 44.8% I 52.6% I 54.2% 
37.8% 5'3.9% I 61. 5% I 60.8% 
16.9% I 22.5% I 24，8% i 24.9% 
N 
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表-2 都市別人口の推移(日本海側)
日本海側 県名 都市名 港湾名 1965 1970 1975 1980 1985 
北海道 稚内 稚内 51， 539 54，493 5， 292 53，471 51，854 
留萌 留萌 40，231 38，69l 38，320 36，626 35，542 
小栂 小樽 196，771 191，356 187，315 180， 728 172，486 
背Z集 脊森 脊森 224，433 240，063 263，268 287，594 294，845 
秋田 秋田 撤回船川 216，607 235，837 258，476 284，863 296，400 
山形 i酉田 沼田 85，882 96，072 98，436 102，600 101，392 
新潟 新潟 新潟 356，302 383，919 414，472 457，785 475，630 
両津 両津 26，494 23，483 23，102 21， 248 20，412 
上越 直江津| 119，318 120，410 121，920 127，842 130，659 
富山 富山 富山 239，810 269，276 286，651 305，055 314，111 
新湊 新湊 46，870 I 45，781 45，101 43，093 41， 707 
高岡 高岡 139，502 159.664 169，834 175，055 175，780 
石川 七屠 七尾 48，715 47，855 49， 650 50，394 50，582 
福井 福井 福井 169.836 20，509 226，677 240，962 250，261 
敦賀 敦賀 54，508 56，445 58，626 61，844 65，670 
京都 舞鶴 舞鶴 96，641 95，895 98，068 97，578 98， 775 
鳥取 境港 境港 32，846 34，145 36，681 37，278 37，351 
美保関 美保関 9，423 8， 756 8，905 8，484 8，208 
島根 浜田 浜田 44，439 49，407 49，634 50， 799 51，071 
山口 下関 下関 254，376 258，425 259，671 268，967 269，169 
福岡 北九州 北九州| しC42，388 1， 042，321 1，053，262 1，065，078 1，056，402 
福岡 博多 749，808 853， 270 944，912 1，088，588 1， 160，440 
平均| 193，493 204，818 215，831 229，361 234，452 
1988 -70 -75 
49，978 5. 7% 7.3% 
34，102 -3.8% -4.8% 
170，774 2ー.8% -4.8% 
292，264 7.0% 17.3% 
296，536 8.9% 19.3% 
101，522 0.1% 2.6% 
469，521 7.8% 16.3% 
20，517 -11. 4% -12.8% 
128， 939 0.9% 2.2% 
316，061 12.3% 19.5% 
41，202 2ー.5% -3.8% 
177，255 14.5% 21. 7% 
50，151 1ー.8% 1. 9% 
249， 154 18.1% 33.5% 
64，499 3.6% 7.6% 
97，354 -0.8% 1. 5% 
38，351 4.0% 11. 7% 
8，195 7ー.1% 5ー.5%
49，406 11. 2% 11. 7% 
260，219 1. 6% 2.1% 
1，035，053 0.0% 1. 0% 
1，157，111 13.8% 26.8% 
232， 185 3.6% 7.8% 
...80 -85 
3. 7% 0.6% 
-9.0% -11. 7% 
-8.2% 1ー2.3%
28.1% 31. 0% 
31. 5% 36.8% 
6.8% 5.6% 
28.5% 33.5% 
-19.8% -23.8% 
7.1% 9.5% 
27.2% 31. 0% 
8ー.1% 1ー1.0% 
25.5% 26.0% 
3.4% 3.8% 
41. 9% 47.4% 
13.5% 20.5% 
1. 0% 2.2% 
13.5% 13. 7% 
1ー0.0% 1ー2.9%
14.3% 14.9% 
5.7% 5.8% 
2.2% 1. 3% 
45.2% 54.8% 
11. 1% 12.2% 
(単位:人)
...8 
-3.0% 
-15.2% 
-13.2% 
30.2% 
36.9% 
5.8% 
31. 8% 
2ー2.6%I 
8.0% 
31. 8% 
-12. 1 % 
27.1% 
2.9% 
46.7% 
18.3% 
0.7% 
16.8% 
-13.0% 
11. 2% 
2.3% 
-0.7% 
54.3% 
1.1% 
トJσ、
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3 .現状ネットワークによる都市問時間距離
以下では、現在のネットワーケにおける、日本海側諸都市からの都市問時間距離を最短経路法を
用いて算出し、現状ネットワークの課題を検討する。
( 1 )計算方法
建設省が提唱している179の地方生活圏に加え、東京・神奈川・名古屋・奈良・大阪を加えた184
ゾーンを対象とする o
①道路によるネットワ ク
各地方生活圏を国道、あるいは高速道路で結び、ノード数:184・りンク数:478において最短
時間と最短経路を算出する。その際、平均速度は、国道(大都市印刷/h、国道(大都市以
外 50回/h、高速道路 80km/hとする。
また、佐渡、淡路島、五島、対馬、熊手、大島の場合それぞれのフェリーの時間を考慮し別計算
によって加える。
②鉄道によるネットワーク
最短時間をとるものとして、 JR在来線の特急・急行・普通列車および東北・上越・東海道・山
陽新幹線を利用すると仮定して、ノ←ド数:184・リンケ数:240において最短時間と最短経路を
算出する。
( 2 )計算結果
日本海側各地域の中心的な交流拠点として以下の 6都市を出発都市に設定し、全国一日交通圏の
片道4時間と、それを 8時間にまで広げた新潟市の交流可能地域を図-1に示す。図によると、高
速道路、新幹線の効果が最も顕著にあらわれている。特に鉄道ネットワークにおいては、 8時間に
広げた場合、山陰地域を除く本州ほぽ全域に到達することができ、東京・大阪・名古屋の三大都市
都市圏ヘ到達することが出来る。しかし、山陰地域八結ぶネットワークの弱さがみられる。
4. 日本海側諸都市の特性
( 1 )指標の収集と単純化
①指標の収集・選択
日本海地域の都市特性の経年変化を把握するためには、都市特性Lこ関連するあらゆる範囲から数
多くの指標を選択しなければならない。また、欠損値を含む指標は排除し、多変量分析に適用し得
る統計的性格を満足している指標でなければならない。そこで、日本海側に重要港湾を擁する23都
市(表-3 )を対象として、まず29個の指標を収集し、収集した指標間で相関分析を行なう。指標
の採択基準年は、昭和45年・昭和50年・昭和田年・昭和60年である。
相関分析の結果、相関係数の高い指標、すなわち性格の近似した指標は削除する。なお、都市構
造の説明上、除外しがたいと思われる指標はそのまま残し、 「人口密度j 、 r D 1 D面積率J、
「港湾輸移入貨物量」、 「国庫支出金」の 4指標を削除し、再び相関分析にかけた結果、残る25個
の指標(表-4)は一応の独立性があった。
②指標の単純化
選択した都市構造関連指標25個を用いて因子分析を行なう。方法としては、 4年度分の指標、を一
度に入力する。したがって、 92ケース(23都市X4年)について25個の指標を入力して、主因子解
-21専問
2時間-41JM
・時間-6時間
6時間-8時間
8時間~
-2時間
21JM-4IJr.， 
4時間-6時間
6時間-8時間
8IH.'-
?????
? ? ? ? ? ?
鉄道
0 
4・
道路
O 
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新潟市の交流可能地域図-1 
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表-3 対象都市
県名 都市名 港湾名 県名 都市名 港湾名
A 北海道 小樽 小問 L 富山
新富山湊
犬木宮山
B 留萌 同萌 M 
C D トl壁紋育蕊回内
稚内 N 石川 七尾
七金尾沢
青森
秋青田森船川
O 
敦金沢賀
E 秋田 p 柄1十
敦福井賀
F 男鹿 Q 福井
GIf 能代 能代 R 京都 舞鶴 舞鶴
山形 酒田 酒田 B 鳥島山恨取口 境港 境
I 新潟 新潟 新潟 T 浜田 浜田
KJ 上越津 ~両Z江津 U 下関 関門
卜一一一一一一一←一一 W V 福岡 北九州
福岡 |博多
表-5 因子寄与率と累積和
因子 因子寄与率(%) 累積和(%)
第 1因子 30.1 30.1 
表-4 分析に用いた指標 第 2因子 16.5 46.6 
第 3因子 12.5 59. 1 
人日系 人 []j甘力1本 1 
第4因子 12.3 71. 4 
11:帯用Jm;f< 2 
流入人1I本 3 
流出入日本 4 表-6 因子負荷量
ft fm人uボ 5 
トー
D 1 D人日本 6 番号 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子
労働力人日本 7 I 牟ト0.416 傘 0.663 0.359 0.028 
土地利JfI系 有:f¥ilii¥lilif1域同i柄本 8 
2 **-0.691 0.421 0.064 0.096 
3 0.042 * O. 756 一0.080 0.512 
住居地域而稿本 9 4 0.333 -0.217 0ー.205 * 0.854 
商業地域iffi1ホ 10 5 -0. 201 ホ 0.881 0.074 0ー.111
トー
[業地I或i而稲本 11 6 0.189 -0.063 * O. 752 0.006 
7 0.231 0.272 0ー.193 0ー.026
産業系 卸売業販売郁 12 
ト一一一←一一
工業製品 II~r，;)相 13 
← ←一一
興業相i生産相 14 
←一一一一一一一一
港湾輸将 1¥貨物置 15 
ト一一一
8 0.074 
0.31610 4 
0.111 * 0.643 
9 一0.218
0.32513 2 
0.494 
卜iト -0. 205 0.367 0.435 0ー.036 0.006 0.017 * 0.886 
12 0ー.065 0.333 0.294 0.049 
第一次j聖業従業者本 13 0.045 0.124 0.215 0.189 
第二次産業従業者本 17 
ト 1ー一81| 
第三次産業従業者ネ
14 -0.014 * 0.662 0.129 0.020 I 
15 0.041 0.151 0.198 トー
16 0.032 一0.258 **-0.884 
一一
自治体 地方債 19 17 一0.090 0.027 -0.029 
人 11-万人当たり市職員数 20 18 0.030 0.224 * 0.858 0ー.151
社会的 持ち家本 21 
ー一一一一一一一十一一
納税者一入計リ所得 22 
19 0.017 0.184 0.277 0.062 
20 * 0.619 一0.252 ト一一一 0.058 一0.177
21 0.349 0.154 *本 0.722 0.246 
一人 !iり手'1:数 23 22 * O. 785 0.266 0.445 0.057 
平均年齢 24 
23 字 0.893 0.190 -0.185 0ー.055
24 * 0.872 0.008 -0.257 0.084 
人rJ一万人当り金融機 f~l 数 25 25 0.371 * 0.601 0.018 0.100 
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による因子をパリマックス回転した方法による因子分析を行なう。抽出された共通因子のそれぞれ
の因子寄与率とその累積和を表-5に示す。第 4因子までの累積和は、 71.4%であり、 25個の説明
変数の変動はこの第 4因子までで寄与されていると考えられる。そこで、以下この 4つの共通因子
を用いて都市特性の分析を行う。各因子の因子負荷量を表-6に示すが、これに基づいて、以下、
各因子の定義付けを行っていく。
1 )第一因子
因子寄与率が 30.1%で、各指標のうちの正の相関が高いのは、 「一人当たり畳数J (0.893) 、
「平均年齢J (0.872)、 「納税者一人当り所得J (0.785)、 「人口一万人当たり市職員数J (0. 
619)で、負の相関が高いのは、 「世帯増加率J ( -0.691)、 「人口増加率J (-0.416)であるこ
とから、〈停滞的因子〉と命名する。
2 )第二因子
因子寄与率が 16.5%で、各指標のうち正の相関が高いのは、 「昼間人口率J (0.881)、 「流入
人口率J (0.756)、 「人口増加率J (0.663)、 「農業粗生産額J (0.662)、 「人口一万人当た
り金融機関数 J (0.601)であることから、〈人口因子〉と命名する。
3 )第三因子
因子寄与率が 12.5%で、各指標のうち正の相関が高いのは、 「第三次産業従業者率J (0.858)、
r D I D人口率 J (0.752)で、負の相関が高いのは、 「第一次産業従業者率J (-0.884) 、 「持
ち家率J (-0.722)であることから、〈都市的因子〉と命名する。
4 )第四因子
因子寄与率が 12.3%で、各指標のうち正の相関が高いのは、 「工業地域面積率J (0.886) 、
「流出入口率J (0.854)、 「第二次産業従業者J (0.701)、 「都市計画区域面積率J (0.643) 
であることから、〈工業的因子〉と命名する。
( 2 )因子マップによる都市比較
① 3因子間の関係
まず、因子寄与率の高い 3つの因子問、つまり「停滞的因子」、 「人口因子」、 「都市的因子」
のそれぞれの因子間の関係から、都市特性の時系列的変化を考察する。各年度における 3因子聞の
関係は、図-2"-'図 5に示すとおりである。
そこで、初めに 3因子の中で第一因子の停滞的因子(横軸)と第 2因子の人口因子(縦軸)につ
いて考察していく。これらの結果から、全体的な時系列による動向は、第 2・第 3象限から第 1・
第4象限〈という動きである。これは、経年的に第 1因子(停滞的因子)の因子得点が大きくなっ
ていることを示しており、全体的に日本海沿岸都市が停滞もしくは安定的になってきていることを
示している。
昭和45年から50年度の動向についてみると、第 3象限から第 2象限ヘの移行がみられる。これは、
第 2因子(人口因子)の因子得点が大きく伸びたことを示しており、多くの都市でこの時期、昼間
人口、流入人口が増加したことを示す。昭和50年度から55年度の動向についてみると、弟 2 ・第 3
象限から第4象限〈の移行がみられる。これは、第 1因子(停滞的因子)の因子得点が大きく伸び
31 
L 
Q O . 
都市的因子
Q~ 人 5口
OW 都市的因子
@~ .5 
0
0 lO 
G 仁ぎ
• L 
F 
• O 関
T
O 
w OF 
司3 -2 o ・4 2停滞的因子 VO aO 
-N 
Co 
R 
O p 
'ー ' 
G ・M 
-3 -2 2停滞的因子
• 
E 
B. s -1 
D 
• F o 
• 
A 
O 
• 
-3 
OC 
図-2 3因子の関係〈昭和45年〉 図-3 3因子の関係(昭和50年〉
人
都市的因子 GO 
人
口
eO ロ 都市的因子
因 4 。? 因 。?子 子
0
0 
O vO-
Q 
L 
ろH l 
• • .0 G w 
R O A 
• -2 ?ー 。 1 ・N 2停滞的因子M -3 -2 1 
』
2 
K"停因滞子的5 
C.・F
-1 B-Y M 
p 
c .-v • • -2ト p A.~A 。
7 
C 
-3 
-4 
図-4 3因子の関係(昭和55年) 図-5 3因子の関係(昭和60年〉
32 
たことと、第 2因子(人口因子)め因子得点が落ち込んだことを示しており、多くの都市で停滞化
が進んだことを示している o
昭和55年度から60年度の動向についてみると、第 4象限から第 1象限ヘの移行が見られる。これ
は、第 2因子(人口因子)が再び伸びてきたことを示しており、また、第 1因子(停滞的因子)も
伸びてきていることから、多くの都市で停滞というよりむしろ安定的な成長が進んだと思われる。
次に、第 3因子(都市的因子)の動向についてみてみる。昭和15年度では、正の値 6個，負の
値:17個となっており、平均は-1.868である。同様に、昭和50年度、 55年度、 60年度ではそれぞれ
1自に、 17，6，3.202:6， 17， -2.007: 13， 10， 0.634である。
昭和45年度から50年度の動向についてみると、いくつかの都市で大きな黒丸から大きな白丸へと
移っている。これは、第 3因子(都市的因子)が負に大きい値から正に大きな値ヘと大きく伸びた
ことを示しており、著しく都市化が進んだことを示している。
昭和50年度かβ55年度の動向についてみると、再び多くの都市で黒丸に移行している。これは、
第3因子(都市的因子)が負に移行したことを示しており、日本海沿岸都市の都市化が滞っている
ことを示す。しかし、昭和45年度はど極端に負に大きな値を示す都市はなく、全体的に都市化が滞
っているようである。
昭和55年度から60年度の動向についてみると、白丸が増えてきている。これは、第 3因子(都市
的因子)が次第に正に移行してきていることを示しており、しかし、昭和50年度ほど極端に正に大
きな値を示す都市はなく、全体的仁緩やかに都市化が進んでいると思われる。
②因子マップによる時系列変化の解釈
次に、対象とする23の日本海沿岸都市における 3つの共通因子の因子得点の大きさと、その時系
列変化から、日本海沿岸都市の都市構造を考察する。そのために、各因子に対する92ケースの因子
得点を、大きな順に 4等分し、各年度ごとに示した。(表 7 ) 
1 )第 1因子(停滞的因子)
この因子は 3つの因子の中で、最も時系列変化が顕著に表れている。昭和45年度には因子得点の
最も大きい第 lランケの都市は O都市であったものが、昭和60年には17都市に膨れあがっている。
また逆に、因子得点の最も小さい第4ランクは17都市がO都市になっており、日本海沿岸都市が全
体的に停滞あるいは安定化が進んだと考えられる。都市別にながめてみると、小樽・留萌・稚内と
いった地域では、人口増加率・世帯増加率の低さ等の影響によって因子得点が高い。また、新湊・
七尾-上越・両津など北陸地域では、平均年齢の高さ・納税者一人当たり所得の低さ等の影響によ
って因子得点が高い。一方、下関・北九州・福岡周辺では、人口増加率・世帯増加率が高く、平均
年齢が低い、そして納税者一人当たり所得が高い等の影響によって因子得点が低い。
2 )第 2因子(人口因子)
この因子では、昭和45年から昭和50年にかけては、大体どの都市も大きく上のランク八と移行し
た。人口増加率の伸びなどによるものも思われる。留萌、秋田、浜田、北九州では、最も小さい第
4ランクから最も大きい第 1ランウヘ移行している。しかし、逆に昭和50年から昭和55年にかけて
は、大体どの都市も下のランク八と移行した。留萌、北九州では、第 lランケから第4ランクへと
移行している。そして、昭和55年から昭和60年にかけては大体どの都市も上のランクヘと移行して
いる。このことから、昭和45年から50年にかけて日本海沿岸都市は大きく成長したが、 55年には落
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ち込み、再び60年にかけて緩やかに成長していることがわかる。
3 )第 3因子(都市的因子)
この因子も第 2因子(人口因子)とほぼ同じことがいえる。昭和45年から50年にかけてより上の
ランクヘと都市が移行しており、第 4ランクから第 lランク八移行した都市もみられる。そして、
昭和50年から昭和55年にかけてはその逆の動きが起こり、自和60年にかけては再び上のランクへと
移行する。しかし、新法、浜田、福岡では逆に下のランクヘと移行している。このこどから、昭和
45年から50年にかけては日本海沿岸都市では都市化が進んだが、 55年には一部地域を除き停滞し、
昭和60年には55年に都市化の進んでいた都市では停滞し、それ以外の都市では再び都市化が進んで
いると思われる。
表-7 因子分類表
因子分類 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年
第 o. 858~ O 2 4 17 
l 0.045-0.858 2 2 16 3 
因 -0. 770~0. 045 4 13 3 3 
子 ~o. 770 17 6 O O 
第 1. 025~ 4 11 2 6 
2 o. 040~ 1. 025 5 6 5 7 
因 -1. 100~-0. 040 5 4 7 7 
『
子 ~-1. 100 9 2 9 3 
第 2. 574~ 2 12 1 8 
3 Oー.290~ 2.574 6 7 5 5 
因 -3. 070~-0. 290 6 4 8 5 
子 ~-3. 070 9 O 9 5 
5. 交通施設整備による都市比較
ここでは、特に高速交通施設の整備状況によって、新潟(新幹線・空港・高速道路)、富山(空
港・高速道路)、福井(高速道路)、浜田(ナシ)の 4つの都市を選択し、因子得点の推移によっ
て比較分析してみる。
( 1 )新潟(新幹線・空港・高速道路)
一貫した「世帯増加率Jの落ち込みと「納税者一人当リ所得Jの伸びによる第 1因子(停滞的因
子)の伸びと、昭和55年を境にした、 「第 3次産業従業者率」の伸びによる第 3因子(都市的因子)
の伸び、 「工業地域面積率」の伸びによる第 4因子(工業化的因子)の大きな伸びから、都市とし
て安定ながら大きな成長がうかがえる。これは、昭和56年の新潟空港 (B滑走路)のジェット化、
昭和57年の上越新幹線開通が大きく影響していると思われる。(図-6 ) 
( 2 )富山(空港・高速道路)
昭和45年から50年には反転が見られる。しかし、新潟よりやや遅れてやはり一貫した「世帯増加
率」の落ち込みと「納税者一人当り所得」の伸びによる第 l因子(停滞的因子)の伸びと、昭和55
年以降の rD 1 D人口率」の伸びによる第 3因子(都市的因子)、 「第 2次産業従業者率J の持ち
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直しによる第 4因子(了a業的因子)ともに緩やかな伸びが見られる。ごのごとから、緩やかながら
安定した成長がうかがえる。ごれは、昭和50年、 5年の北陸自動車道開通が影響していると思われ
る。また、昭和59年の富山空港のジェッ卜化により、今後大きく成長することが予想される。(図
7 ) 
( 3 )福井(高速道路)
昭和50年に一部反転が見られるが、昭和田年以降どの因子も緩やかに上昇している。これは、昭
和5年以降、緩やかながら都市として成長してきたことを示す。昭和50年(福井一丸岡問)、 51年
(武生←福井間)の北陸自動車道開通の影響もあるかもしれないが、やはり、昭和5年仁米原まで
北陸自動車道が通じたことが大きいと思われる。(図 8 ) 
( 4 )浜固
まず、どの因子も他の 3都市とは逆回転になっている。また、昭和55年以降には、特に、他の都
市に比パて「第 1次産業従業者率Jの占める割合が大きいことによる第 3因子(都市化的因子)の
落ち込み、 「都市計画地域面積率j 、 「工業地域面積率j の割合が小さいことによる第4因子(工
業化因子)の大きな落ち込みが見られる。これは、他の都市が安定成長期に入っているのに対して、
かなり停滞の進んだ状態と言える。しかし、昭和60年以降に高速道路ができたことによって、その
後は変化してくることが予想される。(図-9 ) 
なおここで、昭和60年度まで高速道路が開通していない都市というごとで浜田を選択したが、人
口等の基本的な都市基盤が他の都市と等しいとはいえないが、用いた指標はあらかじめ人口当たり
にするなど、集積量が影響しないよう考慮した。
6 .まとめ
本研究で得られた結果はつぎのとおりである。
①日本海側地域と太平洋側地域の成長率の格差は、 1970年 ~1975年にかけて、次いで 1965 年 ~1970
年にかけて大きく広がっている。また、山陰地域のネットワ クが相対的に遅れている。
②日本海側に重要港湾を擁する23都市の昭和45・50・5 ・60年に対して、都市特性を表す25の指標
を用いて因子分析を行なったところ、 I停滞的因子人口因子都市的因子工業的因子j
の4つの共通因子に単純化された。
@因子得点の経年的変化より高速交通施設(特に空港のジェット化、太平洋側までの高速道路の開
通など)によって、都市の都市化・工業化が大きく進む。つまり、拠点整備に向けてこのような交
通施設の整備の影響は大きいといえる。
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